【別添１】
生産費用等算定基準
　がんばる養殖復興支援事業の事業実施者が認定養殖復興計画に基づき養殖生産を行う養殖業者と生産契約等を締結する場合の養殖業者に支払う生産費用等の算定については、特別の事情により別に定める場合を除くほか、この基準の定めるところによる。
１．養殖筏等の施設、漁船、漁具等（以下「施設等」という。）の減価償却費
減価償却費＝当該施設等の帳簿価額×償却率
なお、耐用年数が満了した場合においては、減価償却費の算定は行わない。
耐用年数：減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以
下「省令」という。）別表第１及び第２のとおりとする。
償却方法：定率法（省令第５条）とする。ただし、平成１９年３月３１日以前に取得を
された施設等については、旧定率法（省令第４条）とする。
償 却 率：省令別表第８のとおりとする。ただし、平成１９年３月３１日以前に取得を
された施設等については、省令別表第７のとおりとする。
２．復旧修繕費
　東日本大震災により被害を受けた施設等について、その原状を回復するために支出した費用。
復旧修繕費＝修繕に要した経費×償却率
耐用年数：減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以
下「省令」という。）別表第１及び第２のとおりとする。
償却方法：定率法（省令第５条）とする。
償 却 率：省令別表第８のとおりとする。
３．金利（施設等取得のための借入金に係る金利）
当該施設等の取得のための借入金に係る金利として、生産契約期間中に当該施設等所有者が
支払う額とする。
４．損害保険料
当該施設等が加入している損害保険料（漁業施設共済掛金を除く）のうち、当該施設等の所
有者が負担する額とする。
５．公租公課（固定資産税）
当該施設等に対して課される固定資産税の額とする。
６．施設等利用料
施設等の利用料として当該施設等の所有者に支払う金額とする。
ただし、水産業協同組合が所有する共同利用施設等を組合員が利用する場合にあっては、施
設等の利用料として当該施設等の所有者に支払う金額、又は、当該施設等について上記１から５までにより算定された額を利用者により按分した金額のいずれか低い方の金額とする。
７．漁業権行使料
漁業権行使規則に基づき、漁業権の管理に要する経費の負担として、免許を受けている漁業
協同組合に支払う行使料等の額とする。
８．漁業施設共済掛金
当該施設等が加入している漁業施設共済掛金のうち、養殖業者が負担する額とする。
９．人件費
認定養殖復興計画に基づき算出される人件費とする。
１０．作業管理費
作業管理費は、上記１から９までの金額の合計額に８％を乗じて得た額とする。
１１．消費税
消費税は、上記１から１０までの金額の合計額に５％を乗じて得た額とする。
注）１から５までは生産契約を締結する養殖業者自らが所有する施設等、６は生産契約等を締結する養殖業者以外の者が所有する施設等に限る。
【別添２】
がんばる養殖復興支援事業において助成金の対象とする費用の範囲
	 助成金対象経費
	 経費の具体的な内容
	

	 １　契約養殖業者
 へ支払う生産費
 用
 ２　水道光熱代
 ３　種苗代
 ４　餌代
 ５　養殖用資材代
 ６　器具・備品代
 ７　修繕費
 ８　魚箱・氷代
 ９　販売費
 １０　その他の経
 費
 １１　事業管理費
 １２　消費税
	 別添１の生産費用算定基準のとおり。
 なお、事業実施者自らが、認定養殖復興計画に基づいて、共同化
 等による養殖業の早期再開と経営再建に取り組む場合にも、同様
 の経費を助成金対象経費とする。
 養殖生産のために要した、水道、電気、ガス、燃油等の購入代金
 養殖用の種苗購入代金、真珠核購入代金
 （採苗用母貝、原藻等の代金を含む。）
 養殖生産に要した餌の購入代金
 網、ロープ、浮子、医薬品等、養殖生産のために要した資材の購
 入代金
 養殖生産のために要した、器具・備品等の購入代金（１件につき
 ５０万円未満のものに限る。）
 養殖筏等の施設、漁船、漁具等の修繕のために要した経費
 養殖生産物の運搬・選別・出荷・販売に要した魚箱等の資材及び
 養殖生産物の鮮度保持に要した氷等の資材の購入代金
 市場売りの場合には、当該市場の市場手数料等、販売のために要
 した経費
 その他の場合には、販売金額の５％以内とする。
 この事業の実施のために要した上記以外の経費で、水産庁長官が
 特に認めたもの
 この事業を運営するために必要な事業管理費とし、事業全体の２
 ％以内
 ただし、この事業の実施に当たり、新たに経理事務員を置く場合
 には、当該事務員に掛かる人件費を加算できる。
 ２～１１の経費に要した消費税額
	


